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社会福祉法人 ちどり福祉会 

 ユニット型指定(介護予防)短期入所生活介護 特別養護老人ホームいきいき箱崎 

運営規程 
 

（事業の目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人ちどり福祉会が開設するユニット型指定(介護予防)短期入所生活 

介護事業所（以下「事業所」という。）の適切な運営を確保するために人員及び管理運営に 

関する事項を定め、指定(介護予防)短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下「職員」 

という。）が、要支援及び要介護状態にある高齢者（以下「利用者」という。）に対し、適正 

なユニット型指定(介護予防)短期入所生活介護を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 ユニット型指定短期入所生活介護の事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用 

者の居宅における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニット 

において利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することに 

より、利用者の心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るも 

のとする。 

  ２ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重 

し、利用者の居宅における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各 

ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援す 

ることにより、利用者の心身機能の回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を 

目指すものとする。 

３ 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスの提供主体との綿 

密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

４ 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、

職員に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

５ サービスの提供にあたっては、介護保険法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連

情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。 

６ サービスの利用後においても、利用前と同様のサービスを受けられるよう、居宅介護支援事

業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携により、利用者

が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めるもの

とする。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

    一 名称  特別養護老人ホームいきいき箱崎 

    二 所在地 福岡市東区箱崎６丁目１８番７号 

 

（利用定員） 

第４条 事業所の利用定員は次の通りとする。 

  一 併設利用型 １１名 

  二 空床利用型 特別養護老人ホームの定員２９名以内 

 

（定員の遵守） 

第５条 事業所は、利用定員および居室の定員を超えて利用させてはならない。ただし、災害その他 

やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第６条 事業に従事する職員の職種、員数及び職務内容は次の通りとする。 

一 管理者    １名 

理事会の決定する方針に従い、事業所の運営管理を統括する。 
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二 医師（嘱託） １名 

利用者の診療と健康管理、及び保健衛生指導等を行う。 

三 生活相談員  １名以上 

利用者の生活相談、指導を行う。 

四 看護職員   １名以上 

医師の指示により利用者の看護を行う。 

五 介護職員   ４名以上 

利用者の日常生活の介護を行う。 

六 機能訓練指導員 １名 

         利用者の機能訓練指導を行う。 

七 栄養士または管理栄養士 １名 

献立の作成、栄養の計算、食品の管理及び調理指導を行う。 

 ２ 前項に定めるもののほか、必要に応じてその他職員を置くことができることとする。 

 

（勤務体制の確保等） 

第７条 事業所は、利用者に対し、適切なユニット型指定(介護予防)短期入所生活介護を提供するこ 

とができるよう、職員の勤務の体制を定めるものとする。 

  ２ 前項の職員の勤務の体制を定めるに当たっては、次の各号に定める職員配置を行うものとす 

る。 

一 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員を配置する。 

二 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員を夜間及び深夜の勤務 

  に従事する職員として配置する。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置する。 

  ３ 事業所は、当該事業所の職員によってユニット型指定(介護予防)短期入所生活介護を提供す

るものとする。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務についてはこの限りでな

い。 

４ 事業所は、職員の資質の向上のために研修の機会を確保するものとする。その際、事業所は

介護保険法第８条第２項に規定する政令等で定める者等の資格を有する者その他これに類

する者を除く全ての職員に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な

措置を講じるものとする。 

５ 事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより

職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるも

のとする。 

 

（ユニット部分のユニット数およびユニットごとの利用定員） 

第８条 ユニット部分のユニット数およびユニットごとの利用定員は次のとおりとする。 

一  ユニット数          １ユニット 

二  １ユニットの利用定員     １１名 

 

（指定(介護予防)短期入所生活介護計画の作成） 

第９条 事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者につい 

ては、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、指定(介護予防)短 

期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続 

性に配慮して、他の職員と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的な 

サービスの内容等を記載した(介護予防)短期入所生活介護計画を作成するものとする。 

  ２ (介護予防)短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画又は介護予防サービス計画が作 

成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成するものとする。 

  ３ 事業所の管理者は、(介護予防)短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容につい 

て利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得るものとする。 

  ４ 事業所の管理者は、(介護予防)短期入所生活介護計画を作成した際には、当該(介護予防)短 

期入所生活介護計画を利用者に交付するものとする。 
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（介護） 

第１０条 介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営む 

ことを支援するよう、利用者の心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行うものとする。 

２ 事業所は、利用者の日常生活における家事を、利用者が、その心身の状況等に応じて、そ 

  れぞれの役割を持って行うよう適切に支援するものとする。 

   ３ 事業所は、利用者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、 

１週間に２回以上を基本とし、適切な方法により、利用者に入浴の機会を提供するものと 

する。ただし、やむを得ない場合には清拭をもって入浴の機会の提供に代えるものとする。 

４ 事業所は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、排せつの自立について必要 

  な支援を行うものとする。 

５ 事業所は、おむつを使用せざるを得ない利用者については、排泄の自立を図りつつ、その 

おむつを適切に取り替えるものとする。 

   ６ 事業所は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための 

体制を整備するものとする。 

   ７ 事業所は、前各項に規定するもののほか、利用者が行う離床、着替え、整容等の日常生活 

     上の行為を適切に支援するものとする。 

   ８ 事業所は、常時１人以上の介護職員を介護に従事させるものとする。 

９ 事業所は、利用者に対し、その負担により、当該施設の職員以外の者による介護を受けさ 

  せないものとする。 

 

（食事） 

第１１条 事業所は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供するものとする。 

   ２ 事業所は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な 

支援を行うものとする。 

   ３ 食事の時間は、朝 午前８時００分 昼 午前１２時００分 夕 午後６時００分を基本 

     とする。ただし、利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供することも可能な 

体制を整え、利用者がその心身の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができ 

るよう必要な時間を確保するものとする。 

   ４ 事業所は、利用者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、 

利用者が共同生活室で食事を摂ることを支援するものとする。 

 

（その他のサービス提供） 

第１２条 事業所は、利用者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するととも 

に、利用者が自律的に行うこれらの活動を支援するものとする。 

   ２ 事業所は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めるものとする。 

 

（受給資格等の確認） 

第１３条 事業所は、指定(介護予防)短期入所生活介護提供を求められた場合は、その者の提示する 

被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認 

するものとする。 

   ２ 事業所は、前項の被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会 

意見に配慮して、指定(介護予防)短期入所生活介護を提供するように努めるものとする。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第１４条 指定(介護予防)短期入所生活介護を提供した場合の利用料の額は、介護報酬告示上の額と 

し、当該指定(介護予防)短期入所生活介護が法定代理受領サービスであるときは、提示を

受けた負担割合証の額とする。 

   ２ 前項に定めるもののほか、利用者から次の費用の支払いを受けるものとする。 

    一 次条に規定する通常の送迎の実施地域を超えて行う送迎の費用として、実施地域を超え 

た地点から一律２００円（片道）。 

    二 滞在に要する費用として、別表のとおり。 
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    三 食事の提供に要する費用として、別表のとおり。 

    四 その他指定(介護予防)短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活にお 

いて通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当であると 

認められるものについては、その実費。 

   ３ 前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明を 

した上で、支払いに同意する旨の文書に署名を受けることとする。 

   ４ 事業所は本条２項で設定した滞在に要する費用並びに食事の提供に要する費用、その他の 

費用の額を改定することがある。費用の改定にあたっては、介護保険制度の改正内容や施 

設が所在する地域の自治体が発表する消費者物価指数及び人件費等を勘案し改定するも 

のとし、利用者又は身元引受人に書面で説明し、書面での同意を得た上で改定するものと 

する。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第１５条 通常の送迎の実施地域は、福岡市東区全域、福岡市博多区全域とする。 

 

（サービス利用にあたっての留意事項） 

第１６条 利用者は、指定(介護予防)短期入所生活介護の提供を受ける際には、次に掲げる事項に留 

意するものとする。 

一 日常生活は、管理者が定める日課表に基づいて生活し、従事者の指導に従い、規律を 

  守り相互の友愛と親和を保ち、心身の安定を図るよう努めること。 

二 他の利用者に迷惑をかけず、相互の融和を図るよう努めること。 

三 事業所及び居室の清潔、整頓その他環境衛生の保持のために協力するとともに、身の 

  回りを整え、身体及び衣類の清潔に努めること。 

四 建物、備品及び貸与物品は大切に取り扱うよう努めること。 

五 火災予防上、次の点については特に注意を払い、火災防止に協力すること。 

      ア 喫煙は、所定の場所で行うこと。 

      イ 発火の恐れのある物品は、事業所内にもちこまないこと。 

      ウ 火災防止上、危険を感じた場合は、直ちに従事者に連絡すること。 

六 飲酒は、管理者が定めた時間と場所で行うこと。 

七 利用者及び利用者の家族等は、下記の禁止行為を行わないこと。 

ア 職員に対する身体的暴力（身体的な力を使って危害を及ぼす行為） 

   例：コップを投げつける／蹴る／唾を吐く 等 

イ 職員に対する精神的暴力（個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、

おとしめたりする行為） 

   例：大声で威嚇する／特定の職員に嫌がらせする／「この程度できて当然」と

理不尽なサービスを要求する 

ウ 職員に対するセクシュアルハラスメント（意に沿わない性的誘いかけ、好意的態

度の要求等の性的ないやがらせ行為） 

   例：必要もなく手や腕を触る／抱きしめる／あからさまに性的な話をする 

 

（面会） 

第１７条 利用者に面会しようとする外来者は、続柄、用件等を管理者に申し出、指定した場所で面 

会するものとする。 

 

（非常災害対策） 

第１８条 事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に

関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを

定期的に職員に周知するものとする。 

  ２ 事業所は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。 

  ３ 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努

めなければならない。 
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（掲示） 

第１９条 事業所は、運営規程の概要、職員の勤務の体制、協力医療機関、利用料その他のサービス

の選択に資すると認められる重要事項について、当該事業所の見やすい場所に掲示するほか、

ウェブサイトに掲載・公表するものとする。 

 

（秘密保持等） 

第２０条 事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を 

漏らしてはならない。 

２ 事業所は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家 

  族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じるものとする。 

３ 事業所は、居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する際には、あら 

かじめ文書により利用者及び家族等の同意を得るものとする。 

 

（衛生管理等） 

第２１条 事業所は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努め、又は衛生上必要な措置を講じるものとする。 

2 事業所は、当該事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう次の各号

に掲げる措置を講じるものとする。 

一 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開

催するとともに、その結果の周知徹底を図る。 

二 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

三 事業所は、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的及び新規採用時に実施し、その内容について記録する。 

四 前３項に掲げるもののほか、「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑わ

れる際の対処等に関する手順」に沿った対応を行う。 

 

（身体拘束等の適正化） 

第２２条 職員は、利用者の処遇にあたっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護 

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為 

(身体的拘束等)をおこなってはならないものとする。 

２ 職員は、前項の緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、 

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

３ 事業所は、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を６月に１回以上開催し、その結果の周知徹底を

図るものとする。 

４ 事業所は、身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

５ 事業所は、職員に対し、身体的拘束等の適正化のため定期的な研修及び新規採用時の研修

を実施し、その内容について記録するものとする。   

 

（苦情処理） 

第２３条 事業所は、その提供した指定(介護予防)短期入所生活介護に関する利用者からの苦情に迅 

速かつ適切に対応するために、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を設置す 

るものとする。 

２ 事業所は、その提供した指定(介護予防)短期入所生活介護に関し、市町村が行う文書その他 

の物件の提出もしくは 提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、利 

用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を 

受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

３ 事業所は、その提供した指定(介護予防)短期入所生活介護に関する利用者からの苦情に関して 

国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又 

は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 
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（地域との連携等） 

第２４条 事業所は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を 

行う等の地域との交流に努めるものとする。 

 

（緊急時等における対応方法） 

第２５条 職員は、指定(介護予防)短期入所生活介護を提供中に、利用者の病状に急変、その他緊 

急事態が生じた場合は、速やかに家族及び主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関、市 

町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（事故発生時の対応） 

第２６条 事業所は、利用者に対する指定(介護予防)短期入所生活介護の提供により事故が発生した 

場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行 

うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

   ２ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するものとする。 

   ３ 事業所は、利用者に対する指定(介護予防)短期入所生活介護の提供により賠償すべき事故 

が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものとする。 

 

（虐待の防止） 

第２７条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるもの

とする。 

一 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について

職員に周知徹底を図る。 

二 事業所における虐待の防止のための指針を整備する。 

三 事業所は、職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的及び新規採用時に実施し、

その内容について記録する。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第２８条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、

当該計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

  ２ 事業所は、職員に対し、当該計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施するものとする。 

  ３ 事業所は、定期的に当該計画の見直しを行い、必要に応じて当該計画の変更を行うものとす

る。 

 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策の検討等） 

第２９条 事業所は、業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の

促進を図るため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

を定期的に開催するものとする。 

 

（利用者に関する市町村への通知） 

第２８条 施設は、入所者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨 

     を市町村に通知するものとする。 

一 正当な理由なしに指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用に関する 

指示に従わないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

     二 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（施設運営及び施設サービスの提供に関する記録の整備） 

第２７条 事業所は、職員、設備、会計に関する諸記録を整備しておくものとする。 

   ２ 事業所は、利用者に対する指定(介護予防)短期入所生活介護の提供に関する次の各号に掲 
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げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。 

     一 (介護予防)短期入所生活介護計画 

     二 具体的なサービスの内容等の記録 

     三 第２２条に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び 

に緊急やむを得ない理由の記録 

     四 市町村への通知に係る記録 

     五 第２３条に規定する苦情の内容等の記録 

     六 第２６条に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

（教育・研修） 

第２８条 本事業の社会的使命を充分認識し、従業者の資質向上を図るため、具体的な研修計画を策

定し、研修等の機会を設けるとともに業務体制を整備する。 

 

（補則） 

第２９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項については別に定める。 

 

附則  

この規程は、２０１１年 ５月１日より施行する。 

この規程は、２０１１年 ８月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１２年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１３年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１３年 ５月１８日改訂、施行する。 

この規程は、２０１４年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１５年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１８年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０１９年１０月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０２１年 ４月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０２２年１０月１日改訂、施行する。 

この規程は、２０２４年 ４月１日改定、施行する。 
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【別表１】 

 基本利用料（１日あたり） 

介護度区分 利用料 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 

要支援１ ５,５８０円 ５５８円 １,１１６円 １,６７４円 

要支援２ ６,９２０円 ６９２円 １,３８４円 ２,０７６円 

要介護１ ７,４２７円 ７４３円 １,４８６円 ２,２２９円 

要介護２ ８,１４４円 ８１５円 １,６２９円 ２,４４４円 

要介護３ ８,９３５円 ８９４円 １,７８７円 ２,６８１円 

要介護４ ９,６８４円 ９６９円 １,９３７円 ２,９０６円 

要介護５ １０,４１２円 １,０４２円 ２,０８３円 ３,１２４円 

 

基本利用料（当事業所で 31 日以上サービス利用の場合、１日あたり） 

介護度区分 利用料 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 

要支援１ ５,５２８円 ５５３円 １,１０６円 １,６５９円 

要支援２ ６,８５７円 ６８６円 １,３７２円 ２,０５８円 

 

基本利用料（当事業所で 61 日以上サービス利用の場合、１日あたり） 

介護度区分 利用料 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 

要介護１ ７,０６８円 ７０７円 １,４１４円 ２,１２１円 

要介護２ ７,８０７円 ７８１円 １,５６２円 ２,３４３円 

要介護３ ８,５９８円 ８６０円 １,７２０円 ２,５８０円 

要介護４ ９,３４７円 ９３５円 １,８７０円 ２,８０５円 

要介護５ １０,０７５円 １,００８円 ２,０１５円 ３,０２３円 

 

【別表２】 

加算利用料 

加算内容 単位 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 

機能訓練体制加算 １２ １３円/日 ２６円/日 ３８円/日 

看護体制加算Ⅰ ４ ５円/日 ９円/日 １３円/日 

看護体制加算Ⅱ ８ ９円/日 １７円/日 ２６円/日 

夜勤職員配置加算Ⅰ １３ １４円/日 ２８円/日 ４２円/日 

夜勤職員配置加算Ⅱ １８ １９円/日 ３８円/日 ５７円/日 

サービス提供体制加算Ⅰ ２２ ２４円/日 ４７円/日 ７０円/日 

サービス提供体制加算Ⅱ １８ １９円/日 ３８円/日 ５７円/日 

サービス提供体制加算Ⅲ ６ ７円/日 １３円/日 １９円/日 

看取り連携体制加算 ６４ ６８円/日 １３５円/日 ２０３円/日 

送迎加算 １８４ １９５円/回 ３８９円/回 ５８３円/回 

口腔連携強化加算 ５０ ５３円/回 １０６円/回 １５９円/回 

療養食加算 ８ ９円/食 １７円/食 ２６円/食 

認知症専門ケア加算Ⅰ ３ ４円/日 ７円/日 １０円/日 

認知症専門ケア加算Ⅱ ４ ５円/日 ９円/日 １３円/日 

生産性向上推進体制加算Ⅰ １００ １０６円/月 ２１１円/月 ３１７円/月 

生産性向上推進体制加算Ⅱ １０ １１円/月 ２１円/月 ３２円/月 

若年性認知症利用者受入加算 １２０ １２７円/日 ２５４円/日 ３８０円/日 

医療連携強化加算 ５８ ６２円/日 １２３円/日 １８４円/日 

認知症行動・心理症状 

緊急対応加算 
２００ ２１１円/日 ４２２円/日 ６３３円/日 
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緊急短期入所受入加算 ９０ ９５円/日 １９０円/日 ２８５円/日 

長期利用者提供減算（31 日以上 

61 日未満） 
－３０ －３２円/日 －６４円/日 －９５円/日 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の１４.０％相当金額を加算 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 所定単位数の１３.６％相当金額を加算 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 所定単位数の１１.３％相当金額を加算 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 所定単位数の ９.０％相当金額を加算 

(注)介護給付費算定に係る体制等に関する届出に基づき、その他の加算を設定する場合があります。

また、介護報酬の見直しが行われた場合、金額が変更となる可能性があります。 

 

【別表３】 

滞在費（1日あたり） 

利用者負担 第 4 段階 第 3 段階①② 第 2 段階 第 1 段階 

金額 ２,０６６円 １,３７０円 ８８０円 ８８０円 

 

食費（1日あたり） 

利用者負担 第 4 段階 第 3 段階② 第 3 段階① 第 2 段階 第 1 段階 

金額 １,４４５円 １,３００円 １,０００円 ６００円 ３００円 

ただし、第４段階に該当される方の食費は１食ごとの計算となります。 

（朝食４００円、昼食５２０円、夕食５２５円） 

 

【別表３】 

その他の費用 

電気使用料として 

ラジオ＆カセット  ３円／日 

電気毛布ほか電化製品  ３円／日 

テレビ、在宅酸素 ３０円／日 

おやつ代として １５時のおやつ １１０円／日 

個別に選択する 

サービス 

理美容費 実費 

クラブ活動・サークル活動材料費 実費 

外出・外食・買い物等 実費 

地域外送迎費用 越えた地点から一律 ２００円／片道 

※胃瘻を造設されていらっしゃる方はおやつ代を戴きません。 

※負担限度額 1段階の方についてはおやつ代を徴収しません。 


